
 

に取り組みました。 

その結果、総取扱高は7,624百万円(計画比107％、前年比104％、以下同じ)と増加しま

したが、利益率の低下により事業総利益は452百万円(98％、83％)となり、人件費等の経

費削減により経常利益は46百万円(94％、79％)と、ようやく最低限の利益確保を果たす

ことができ、剰余金処分案においては次年度の指導事業財源としての教育情報資金を何

とか確保できる状況となりました。 

 また、温水利

工し、10月に移

な放流事業に提

 次に、平成1

ある指導事業で

獲努力量管理の

築、「水産王国

〃    JF静岡女性連＝監査会・理事会 (県水産会館) 

5月19日(木) 県漁船保険組合＝監事会 (  〃  ) 

  〃    県漁業信用基金協会＝理事会 (  〃  ) 

5月23日(月) 県おさかな普及協議会＝通常総会 (  〃  ) 

  〃    県漁青連＝役員会 (  〃  ) 

5月24日(火) 県ふぐ漁組合連合会＝役員会 (  〃  ) 
用委託事業については、新築移転工事が進められてきた新施設が9月に竣

転し業務を開始した中で、マダイ、ヒラメ等の各種種苗を生産し、必要

供したほか、一部は養殖用種苗として供給しました。 

7年度事業計画では引き続き厳しい事業環境が予測される中、重点事業で

は、漁協の経営と組織の再編を最優先課題に、資源回復計画の推進と漁

漁業支援の推進、本県沿岸における「つくり育てる漁業」の新時代を構

しずおかトップセールス事業」を通じた本県漁業の振興、資源管理に逆行

5月26日(木) 県信漁連＝第2回理事会 (  〃  ) 

    〃    県漁業共済組合＝監事会 (  〃  ) 

  〃    県漁港漁場協会＝通常総会 (ブケ東海) 

〃    県遊漁船業協会＝通常総会 (県水産会館) 

5月27日(金) 県漁船保険組合＝理事会 (  〃  ) 

  〃    県漁業共済組合＝理事会 (  〃  ) 

〃    県近海かつお・まぐろ漁業者協議会＝通常総会 (御前崎漁協) 
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№1142静岡市葵区追手町 9-18 
17. 5. 13 054-254-6011  
編集・発行＝指導部漁政課 

１．平成17年度第1回理事会開催 平成16年度決算・17年度計画等を承認 

 本会では、去る4月28日平成17年度第1回理事会を開催し、平成16年度事業報告、決算

処理及び平成17年度事業計画等について審議を行い、いずれの議案も承認を得ました。

 平成16年度の事業概況は、漁業基盤の縮小が年々懸念される中、引き続く厳しい環境

に加えて石油価格が高騰し、一方では県下信用事業統合体の経営健全化への取り組み等

の影響により、漁業・JFグループともに逼迫した経営の中で推移、本会の事業展開にも

大きく影響を及ぼし、指導事業の漁協事業・組織・経営改革に向けた対策が喫緊の課題

になるとともに、経済事業では利益率の低下から経常利益の計上は計画・前年比共に下

回る結果となりました。 

 部門別に見ると、指導事業では組合指導・漁協合併推進において、最重点施策として、

漁業経営基盤の強化を目的に諸活動を行い、平成17年1月「静岡県漁協系統経営基盤強化

対策本部」を設置し、漁協組織再編の方向を「漁協基盤強化方針」として取りまとめ、

今後具体的な改善方策の実践に取り組むこととした他、相良町漁協と坂井平田漁協の合

併実現や漁協役職員を対象にした各種教育研修、監査事業を実施、また、漁政対策とし

て、組合長会議を開催し、漁業・JFグループが直面している諸問題に対し対策を講じた

他、「海の子フェスタ2004」「水産王国しずおかシーフードフェア」の開催、更には魚価

問題、漁業就業者の確保対策、WTO・FTA対策等に対応しました。その他漁協青壮年・女

性部活動の助長を通じた育成指導に努めました。 

 一方、経済事業については、重点推進事項として石油類の系統全体利用体制の確立と

JFブランド商品の開発、漁港等公共事業への取り組み、安全・安心な地場産鮮魚介藻類

の販路を開拓し、顧客満足度を求めた市場創造ができる加工原料と加工製品の新規開拓

する密漁への対策強化を積極的に推進し、また経済事業では石油購買を柱に、資材類、

地場産鮮魚介藻類の取扱を積極的に推進することとし、事業総取扱高は69億円を見込ん

でいます。 

 その他当日は、総会の招集及び総会に付議又は報告すべき事項や総会関連諸日程等に

ついても報告し承認を得ました。 

２．新焼津漁港に先進的な「解凍売場・鮮魚売場」がオープン 

 焼津漁協の魚市場「解凍売場・鮮魚売場」の竣工式が去る4月25日に執り行われ、5月5

日に鮮魚売場、6日に解凍売場がそれぞれ開場しました。 

 「解凍売場・鮮魚売場」は水産庁の16年度水産物産地流通加工施設高度化対策事業に

より、国、県、市の助成を受けて、新焼津漁港に鉄骨平屋建て一部2階建ての売場が建設

されました。 

新売場は、四方を囲った密閉型の売場内をプラス15℃に保った低温売場で、取り扱う

解凍マグロや沿岸漁船水揚魚、陸送魚介類などについて、高度な衛生管理や鮮度保持を

図り、HACCP対応の先進的な産地卸売市場となっています。売場両側の2階部には、外階

段から入る通路を設け、窓ガラス越に売場内を見学することができます。 

 解凍売場と鮮魚売場が焼津港内港から新港に移転することに伴い、焼津魚市場の売場

は焼津港外港と新港の2箇所に集約されます。また、17年度中に内港の組合事務所(総務

部、経理部など)を新港の新屋売場管理棟の南側に新築移転する計画です。 

 焼津魚市場の漁船水揚げは海外旋網船が外港、遠洋竿釣船が新港、遠洋マグロ船が外

港及び新港、近海旋網船や近海カツオ竿釣船は、年内は内港で水揚げされ、来年からは

新港で水揚げが予定されています。なお、沿岸漁船水揚げや陸送品、解凍マグロの販売

は新港の新売場で行われています。 

３．諸会議日程(5月17日(火)～5月30日(月))            －既報分省略－

5月17日(火) 県漁業振興基金＝評議員会・理事会 (県水産会館) 

5月18日(水) 県JF共済推進本部＝沼津地区推進協議会 (内浦漁協) 


